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者に与えたのと同様な衝撃的事態に直面せざるを得ないであろうことを予告し   


























終始したことに違いほない」。171したがって56年答申の内容も，保険審議会のス   
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クリーニソグを経ているとほいえ，大蔵当局の狙いがほぼ十全に盛られたもの  
と解して大過なかろう。   
注（1）座談会「保険審議会『今後の損害保険事業のあり方』答申をめぐって」室員享保険企  
画編『今後の損害保険事業のあり方』（昭和56年・損害保険企画）p・57。  
（2）当時のアメリカ東インド艦隊司令官ペルリ環督（Commodore Mathew Calbraith  


































（勺 西島・前掲論文p・31。  
Ⅱ 答 申 の 背景  













いという点でほ意見の一致をみていたようである。   
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がつかない点を割引いても，とても損害保険は太刀打ちできないとされている。   
昭和56年5月未現在，全国自動車共済生活協同親合連合会（自動車共済連）   


























保険のような代理店手数料がいらないこと，第2の理由ほ，保険集団としてあ   










いってよいと考える。   














件分野に参入し，そのため中小損保会社の契約が大手会社に移行するとか，・少   
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なくとも新規契約がブランド・イメージの高い大手会社に集中する傾向がある  












と損害保険事業の今後のあり方」（前掲）pp－23～28 に依っている。ここに特記して  
謝意を表する次第である。  




（4）細江貞助「労働者共済」56年6月13日日本交通法学会報乱 インシニアランス2961   
号p・15，2968号p・7。西島・前掲論文p．25。  
（5）松尾直良『今後の損害保険事業のあり方について』（昭和56・年金研究所）pp．42，   
67。酉島・前掲論文p．25。   
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（6）なお昭和54年虔の増収率は14．0％，同56年変は僅かの3．5％，また本年監（57年度）  
：・ま6～7％の伸びにとど三ると見られている。  
（7）ちなみに，昭和56年度の元受収入保険料に占める自動車床換の構成比は37．2％，金   
額で1兆1，516億円，これに自賠責の11．6％，3，589陰門を加えると，構成比で48．8％，   
金額で1兆5，105億円に達する。他方草の保有台数は，昭和56年12月末で4，085万台，   
また運転免許保有者ほ4，497万人で，専の普及率は対人口比2．8人に1台と，ほぼ西独  
・フランス並み（2．7人に1台）に達している。  
tsl西島・前掲論文p・29。この点果たして損保業界「全体」が，『20社協調体制を崩   
すことを正当化する口実』を望んでいたのであろうか，疑問なしとしない。それを望   
んでいたのは，資金的にも料率面でも十分な余裕がある大手の損保会社だけではなか   
ったのか。また行政当局が同じ鏡の御旗を希望していたというのはどういうことであ   
ろうか。こ九は行政当局が大手の担保金社と同じ思考にあっ たということ，つまり大   
手と同鼠ドラスチック牢料率を下げてでも共済に対抗するよう業界を導くことを欲   
していたが，そのようなことを敢えて業界に押しつけるためには，そのことを支持す   
る保険審議会答申という強力な「後ろ棺」を欲していたということであろうか。われ   
われにほ少なくとも，中小の損保会社までもが，「20社協調体制を崩すことを正当化   
する口実を強く求めていた」とは信じ薙い。ここにいみじくも『口実』とあるように，   
56年答申がおごそかに述べている消費者第一主義とか，競争原理導入の必要性，経営   
効率化の促進などは，具体的には共済対策路線，つまり料率引下げ路線強行を「正当   
化するための口実」にすぎなかったのではないか，とさえ思えるのである。   
Ⅲ 答申の主な内容  








のは何故か，その理由が触れられている。そこでの理由づけを一言でいえば，   


























ではないかという点につき検討すべきだとしている。（ユ）   
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3－2 答申の本論部分について   
答申の本論部分である「Ⅱ．今後のあり方」は，以下の8項目から構成され  
ている。1．床険料率の適正化・弾力化，2．商品内容の改善・多様化，3．販売面  












いては，損害保険企画編・前掲雷のpp・94，95 に見られる松尾直長氏の発言参照。  
（2）損害保険企画霜・前掲書pp・33，40参照。   
Ⅳ 答申についての評価  







る。答申の「はしがき」部分を読む老はこの大蔵省前保険部長と同様な感触を   


























アンスが業界のみを悪者とし，それを側面から長年にわたり援護・指導してき   
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た者の罪につき一言も触れずにすませたのは，審議会の性格上やむを得ないこ  
ととほいえ，公平を欠くものだとのそしりを免れないであろう。   
4－2 保険料率問題について  
（1）56年答申に至るまでに計11回の損保部会が開かれ 優々の問題が検討され  
たが，審議の中心ほ保険料率をめぐる問題，とりわけ付加率の是否をめぐる問  
題で，この問題が繰り返しまき返し検討され，そのために全審議時間の6割が  


















料（平均で営業保険料の15～16％程度である）のことを考慮に入れても，算定   


























賛成だとしても，中小なかでも財政状態の厳しいいくつかの中小損保企業にと   





















う。この点答申は果してどのような立場のものと見るべきなのであろうか。   




くの議論がなされたようである 。なかでも議論の中心は，いわゆる饅頭のあん   


























みになっているため，経費率が平均を超える社は合理化の努力を促されるとい   


























同じように，商品価格を含む自由競争の中で生産性を高め，それによって得た   





ように情報開示等の措置が要るのでほないか，という議論になりましょう。」㈹   



















保険・再保険を実施するための必要性，消費者にどの社の商品を買っても損得   














果して何程の効果ありや，疑問なしとしない。   










結果調整が必要な場合には，一定の期日に確実に料率の改定を行うこと，④付   




関係者が占めている現在の算定会の人的構成を再検討すること，軸 ⑦算定会の  
運営費用を，保険料収入の一定割合を算定会料率の使用料という形で会員会社  
から教収するなどして，算定会の独立的性格を経費面からも明確にすること。   
料率算定会の組織，運営経費の負担問題および同料率の算定方法等について  
の以上の指摘は，これすべて従来から識者により指摘されていたことであるが，  




30（1）   48（1）   
21（1）   16（1）   






唇）  保険料率区分別等元受正味収入保険料の駈成割合の推移   
（出典）西島・前鞄論文p．36。  
（5）戦後の悲惨な自動車事故被害者の救済に画期的な役割を演じた自賠童保険の定着   
に，損害保険業界の画一・協調体制がいかに多くの貢献をしたか。『自動車保険料率   




（さ）平田秋夫前日本損害保険協会長の発言（損害保険企画編・前掲毒p・57）に見られ   
るとおり，従来業界人が「20社体制」という場合，それは「20社のうち1放でも脱落   
しては困る」という意味で使われていたのである。  
短）］ヒ本駒治『損害保険研究』（昭和45・法律文化社）p・72参照。  
個 答申のⅡの4の（1）「企業間格差の現状と問題点」の冒頭に以下の一文を見る。「現   
在元受営業を行っている国内損害保険会社は20社あるが，その間には大きな企業間格   
差がある。昭和54年度の元受収入保険料でみると，最上位の会社は6，000偉円近くで   
あるのに対して，下位の会社では100億円ないしはそれにみたない状態である。当期   
利益や自己資本でみると，その間の格差は更に拡大する。」  
㈹ 亜年答申についてほ，愚書保険企画編・前絡書p－135を，また50年答申について   
は同書p．174 参観。なお44年答申にも次の一文が見える。「料率面における競争原   
理の導入は，経営効率の向上のために最も有力な手段であり，それはまた契約者の利   
益の増進のためにもきわめて必要なことである。」  
姻 北本・前掲書pp．63，88参照。  
色事 56年答申のⅡの1の（3）の③参照。  
掴 同上。  
姻 損保社員の給与が他菜毎のそれに比べかなり高いことにつし、ては，西島・ジュリス   
トア48号p．42 第2段参照。そこでの叙述によると，「大中小鏡像によって賃金の格   
差があるので一概にいえないが，中堅の讃保全放でも，年収1，000万円以上の社員が   
全体の約20％，700万円以上の暑が40％で平均給600万円を超えるといわれるので，大   
手損保lまもちろんこれより高いはず」とのことである。  
鯛 投書保険企画編・前掲書pp・97，98。なおこの問題との関連において，西島教授の   
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書かれたものの中に次のような一文を見出す。「収保拡大をほかるため営業推進用人  
件費を惜しみなくつぎこんだ結果，事業用コストの急激な増加を招き，家族主義の名  
の下での，とめどなき賃上げが労使馴れ合いのうちに行われたふしがある。」  （西島・   
ジェリスト748号p・42第1段）。  
鯛 大蔵省前保険部長の松尾氏の発言（損害保険企画昂・前掲書p．62）。  
鱒 「商品の画一性，販売面における乗合代理店の役割の大きさから，仮に一社が他社   
よりも低い料率を設定すれば，他の会社ほ対抗上追随して料率の引下げを行わざるを   
得ず，結局全社の料率が荘園料率の下限に張りつくものと予想されるた軌 いずれの   
会社もあえて他社と異なる料率を設定しようとほ試みない」（答申Ⅱの1の（1）第3パ   
ラグラフ）。  
鋤 この点今次の答申では，従来から但強く存在していた神話，すなわち「保険料率を   
自由化すれば過当な値下げ競争が行われ，その結果，保険金の支払に支障をきたすお   
それがあり，契約者保護の見地から問題である」という損保業界寄りの神話を明確に   
否定し，今日でほそのような悲惨な結果が発生するおそれはないと断定した点を評価   
する向きもあるが（西島・前掲論文pp・38，39参照），答申全体を見れば，そのよう   
な保険審議会の「基本的視点の転換」も単なる建前論の転換にすぎなかったとの感を   
深くする。  
鰯 統一約款（Standard Policy）採用の必要性とそれがもたらす各種のメリットにつ   
き，鈴木辰紀（監訳）「米国の標準火災保険契約書∽」『損害保険研究』43巻4号（昭   
和57）pp．56，61，62参照。  
鍋 56年答申後になされた商品面における各社独自の創意・エ夫の例として，個人包括   
賠償責任保険とテニス保険が，また多数の会社が販売しているが，商品内容，認可材   
料に多少の違いがあるものとしてホールインワッ保険が，さらに認可料率に多少の差   
があるものとして学生総合保険が挙げられている（広海孝一述「保険審議会答申から   
1年をむかえて」（インシ′エアランス3040号p・5）。  
麺 この答申の意をうけて，自動車保険算定会料率・損害保険算定会料率とも，料率検   
証の報告時期を従来より1ヵ月早やる措置をとったと、のことである（広海．・上掲同   
頁）。  
解 この答申の要請に応える形で，この1車間に小冊子を作ったとのことであるが，   
「ただ作った小冊子は厚いものでなく，’10ページ位のものだが，ただそれをどれだけ   
の部数を作って，どうゆうルートでどこへ配布したのかさだかではない」（広海・．上   
掲p・6）とのこと。  
朗 この点についてほ以下の措置が採られている。すなわち，「損保料率算定会の理事   
の構成が従来は会員会社の損保会社側から8名出ていて，保険会社以外の老から13名   
ということだったのが，・‥‥保険会社側から選出する理事のわくが2名けずられて6   
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名になり，そチし以外の方々を2名増やして15名にしたという こと」「自助車線険料率   
算定会についても同様で，会員の代表者のわくが7名から6名，それ以外の老のわく   
が12名だったものが15名ということのようである」（広海・上掲同貢）。ただこのよう   
に会員外の理事のわくを多少増やしただけで「答申が要請した覇率算定会の中立性と   
独立性の確保に役立つことになっているかどうか札，また批判の余地があるのでほな   
いかと思う」と，舞浜審議会専門委員である広海教授自身が述べら九ている点は，大   
いに注目されてよいであろう。  
Ⅴ む す び  
以上われわれは，昨年から今年（昭和57年）にかけて，わが国の損保業界の  
話題を一手にさらった観のあった「56年答申」につき，その性格，背景，問題  
点などをつぶさに検討したつもりである。検討の結果われわれが理解したもの   
については，その総てを前節までに披渡した。よっても早や付け加えることは  










べきなのか否か，この問題はいま少し時間を経てから改めて考察してみたいと   
考えている。   
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（昭和56年答申・抜粋）  
Ⅱ 今後のあり方   
1．保険料率の適正化・弾力化  




が，現在，主要陳換ヲ注目の大部分ほ算定会料率となっている。   
いずれの料率についても， 昭和44年5月の当審議会答申において，「各社の経営効率  
が料率面にできる限り反映されるよう，料率の弾力化措置を環経的に促進し，料率面か  
ら各社の経営努力を促す必要がある。」との認識の下に，「当面は一定範囲において料率  
の弾力化措置を講じ 将来情勢の推移に応じて漸次その範群を拡大していくことを目標  
とすべきであろう。」との指摘がなされたのを受けて，逐次，範囲料率や標準料率等の  












まって，契約者保護の而で深刻な問題が生ずるとも・ミ考えられない。したがって，当面，   
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経営の健全性に配慮しつつ，範囲料率等を積極的に活用することとし，価格面における  







（2）厳正な料率検証とそれに基づく迅速な料率詣整の実行   
基本的には各社の経営効率が料率面にも反映されるべきであるが，競争原理が十分に  
故能するような環境条件は早急に整備されうるものではない。   
したがって，当面重要なのは，料率が適正な水準にあるか否かについての検証をより  
一層厳格に行い，適切な料率調整を迅速に行うことである。   




る場合には，一定の期旧に，確実に料率の改定を行うこととすべきである。   
また，主要亀巨のみならず，すべての保険種目について，このような検証を毎年では  
なくともある程度定期的に行うこととし，料率水準の適正化に努める。  
（3）料率算出方迭の合〕里化   
価格面において当面最も重要である厳格な料率検証を行う前提として，保険料率の算  




① まず，火災保険にみられるように，損害率（収入保険料に占める支払保険金の割   
合）の減少により統率が低下すると，相対的に付加率の割合が大きくなり，いわば経   
費を売るような料率構成になるという問題がある。   
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②㌢ また，現在，社費は保険料収入の大きさには関係なく，保険料に対する一定の割合   
で見込まれている。このため，保険料収入の伸びが著しい時期においてほ，保険料収   
入の増加に比例して社費が増大するわけではないので，大きな余裕が生じ 社費のコ   
スト・アップ分を吸収してもなお余りがあることとなる。他方，保険料収入の伸びが   
とまれば，社費のコスト・アップ分を吸収する余裕がなくなるという問題がある。  
③ 更に，現行の算定会料率においては，会員会社の経費率（収入保険料に占める経費   
の割合）の全社加重平均を基に付加率が算出される仕組みとなっているため，経費率   
が当該平均を超える会社は合∃里化の努力を促されるという面もあるが，他方，社費の   
実績が後追いで翌々年度以降の料率に組見込まれる仕組みとなっているため，社費を   
構成する人件費や物件費を節減し，付加率を圧縮させようとの自主的な努力は行われ   
難いと考えられる。損害保険事業は，一定の範囲内で独禁法の適用が除外され，一種   
の料率カルテルが認められていることからすれば，例えば人件費の水準は他業種と比   
べても適正なものであることが必要であり，保険料率の算定上，支出した人件費の全   
額を無条件に料率に反映させるだけでよいのかという問題がある。物件費についても   
同様である。  
したがって，料率算定をより一層合理的なものとするため，①料率構成上，付加率   
の割合についてどう考えるべきか，②料率算定上保険料収入の伸びを考慮に入れるべ   
きかどうか，その際，コスト・アップ分をどうみるべきか，③将来の経費水準をどう   
考えるべきか，料率算定上何らかの合理化目標を導入すべきではないか；等の問題に   
ついて，具体的な検討を行うことが必要である。  
なお，資産収益を料率の算定上考慮すべきではないかとの考え方があるが，当面は，   
保険料収入時点から保険金支払時点までの滞留資金の運用益等を料率に織り込むこと   
の可能性について検討すべきである。  





費者に対して，理解しやすい形で，損害保険料率に関する情報を提供する必要があろ   
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（以 上）   
